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戦後教育の大胆な見直しを図るため設けられた臨時教育審議会が最終答印 (1987年)を示してから，

すでに十数年が経過した。同審議会が，今日 l口、たる教育制度改革の流れを，一定程度， Hr旬づけたの

はたしかである。中央教育審議会をはじめとする教育に関係する国の審議会は，教育改革に関する臨教

審の考え方を以ノメいれつつ， ニれまで枚挙に暇がないほ 巾類を合去してきた。にもかかわらず J

日本の青少~ての状況は，午を迫うごとに憂慮すべき方向に向っている 丙少年の変質を物語るのは、近

年の相次ぐ衝撃的な;事件である。神戸市の小学生殺害半件 ι1997年 J 被疑者は事件時，中学 3年生J

黒磯市で起きた111学校久:'1性教諭殺害事件 (1998年。 fpJ 111'7= 1年生丙武線乗客殺害事件 (2001{f; 

被疑者は， 20代前fの成人)などは，世間の耳目を集めたij ~来半としてまだ記憶にあたらしし迎。

常軌をいちじるしく逸した事例ばかりが問題，というわけではない。人間相会存立の最低要件すら崩

れかける兆しがある。そのひとつに規範意識の希薄化の問題がある。中学 l年生へ<3年生を対象とした

調査11によると， I放置しである他人の白転車に乗るJ，I自室でタバコを吸う」ことを悪いと思う者の

割合は，出i者の平均で1983年の83.3パーセントから 1995年の71.2パーセントへ10ホcイント以上低下する

など内的自己統制心の欠如の傾向がすすんでいる。また，先進諸国の青少年との比較調査三でも，日

本の青少年の退社、精1'111が最低となっている。さらにつけ加えれば，本来，安全かつ静誰な授業が学科

の充填の観点から縁日されるべきである学校の荒れも，深刻の度C円、を増している。国立教育政荒川!究

所-福岡教育大学による公立学校の校長・教員を対象とした意識調1'tからは，収拾不能となっている救

育現場の混乱が汗かびあが J 、てくる 31。現に，文部科学省「ド成12年目の宝徒指導上の諸問題のJJ!状lヤ

ついてJ(2001年ぷ月 2リr)調査は，公立小・中・高等学校における暴力行為の発生件数が前年度比

11/1パーセント増の 3万4.595件となり 同前，J1l"出始以来，最多となったことをいえている。

国， とりわけ教育を所管する丈部省(現，文部科学省。 以下，向。)も扶手傍観していたわけではな

L、特に，臨教審最終答申以降のこの十数年来は，各審議会答申の法令化を急ぐ同省の姿勢は顕著であっ

た。教育職員養成審議会の答申に基づき，高い能力を備えた教師の養成とともに I幅広Lリ¥材を学校教

育現場に招き入れることを目的として専修免許状の創設や特別非常勤講師制度の導入を柱とする新「教

育職員免許法」が公;rWされたのは昭和63年(1988年)のことであり。教育課程審議会の意向にそくして
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「個性に応じた教育jを合言葉とする学習指導要領の改訂が実施されたのは平成元年 (1989年)のこと

であった。学校の器部分の改革も進行中である。中教審「今後の地方教育行政の在り方について」答申

(1998年9月)を受け，学校運営の責任者である校長の助言機関として「学校評議員」の制度が設けら

れ，また，同 121世紀を展望した我が国の教育の在り方について」答申 (1997年6月)に後押しされて，

6年一貫教育を可能とする懸案の「中等教育学校j も制度化された。

しかしながら，度重なる制度改革は，各制度を通じ支える教育上の基本理念が変わらなければ少年少

女の心性に望ましい影響をおよぼすことは困難で、ある ということを告げている。教育基本法の改正論

と並行して教育勅語憧慣論の生まれる素地が，ここにある。

戦前面戦中に青春時代を送ったある市民は， 1この(教育勅語=筆者)の中で心の支えとなった言葉

を上げるとすれば(中略)夫婦相和シと，朋友相信シ，それと恭検己レヲ持シ，博愛衆ニ及ホシ」で

「こんなに素晴らしい勅語があったのに，アメリカはまっ先に潰した」と勅語を否定した米国に批難の

矛先を向けつつ，勅語の存在意義を力説する仁l。また，自らの体験を振り返り，難解な字句の意味は分

からないまでも，勅語によって繰り返し道徳が説かれていた効用には無視しえぬものがあったと指摘す

る研究者もいる 510 青少年(否，大人を含めて)の思想的異常値を示す行動の頻発に，少なからぬ国民

が何らかの方法で道徳教育の復権強化の必要性を感じ，過去への郷愁ともあいまって教育勅語的なるも

のを待望しているかのようでもある。むろん 「教育勅語全体jを安直に美化することは個人の内心の

問題としてならともかく，現行憲法原理上，公に認められるものではないし，本稿の趣旨も，教育勅語

それ自体を再設板させようとするところにあるのでない。しかし，人権保障が手厚くなされる社会に移

行してゆけばゆくほど，人には，権利行使主体にふさわしい人格の持ち主となることが求められるよう

になるはずである。「私人」間の日々の実生活における基本的人権の保障は 各人の基本的責任の履行

とパラレルな関係にあり，そのためには知的能力もさることながら人格の基礎としての道徳的能力を培

うことが不可欠であることを，最近の社会事象はわたし達に教えていよう。そして，こころの教育，と

りわけ規範教育の重要性がつとに認識されるようになったいまこそ 6) 勅語の有した規範形成力に正当

な評価を与えてみる好機ということもできるのではないだろうか。けれども，一般論としていえば，教

育勅語は完全に掩蔽され，その功罪を論ずることすら時代錯誤としてd陣られるような風潮は，とりわけ

教育界において根強い。結果的に，勅語の包含した今日なお通用する規範の数々までが，歴史の奥底に

とめおかれてしまっている。

何故，かくも教育勅語は教育の世界から切り離されてしまったのか。本稿では，学校教育を中心に教

育のあり方が，現在，厳しく問われているという時代性も念頭に入れ，教育勅語廃止過程に関する秀で

た先行研究を手がかりとしながら占領期教育改革における米国の対日観をあらためて洗いだすことによ

り，戦後日本が欠落させてきた教育上の問題について序論的な考察を行ってゆくものとする。

2，教青勅語に関する通説固有力説圃少数説

上述のように，教育学・教育法学研究者や現場教師の多くの支持を得ている教育勅語に関する今日の

通説では，勅語の失効と教育的背理を当然視する。その主たる論拠は，戦後教育の根本理念を定めた法
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規範として教育基本法が成立したこと，衆参両院で教育勅語等の失効排除の決議がなされているという

ことにある。言い方を換えるなら，教育勅語に代わり教育基本法は制定され，勅語自体の廃止手続も完

了していることに疑問をさしはさむ余地もないとする解釈である。後者について成嶋隆教授は， 11948 

年の国会における勅語廃止・失効確認の措置を促したのは憲法起草の中核を1L1った GHQ/GS(民生局)

および極来委員会を構成する反ブアシズム連合であったJ， と勅語廃止の意味園背景を多面的に考察す

ることなく千放しで存認している 8)。これら解釈は，勅語の法的効力を民本的には肯定するとともに，

「国策としての早急な 近代化』の課題を一手にになわされたために，斗初から差別的・国家主点的性

格を付与されることになった I のが戦前のわが国の教育であり，その象徴に勅語を措定する。教育は

「富国強兵ー殖崖興主，対外侵略・対内抑圧という国策実坑の干段として機能してきた」阿ととらえら

れ，教育の根本51!，念は「忠科要因・仁義忠孝の絶対性を中心に Lた教育勅語によって定められてい

たJl1とするのである。本説に与する教育学 E 教育法学研究者の大部分は，こうした所説と大r"l小異の

論法で、勅己!?の失効・廃止の正当牲を立証しようとしている。勅語が法的に否定されてし、るのなら，公教

育の現場で勅語の有用性を積極的に語ることは差し控えられるべきであるし，教育論的にも教育勅語の

I-!的・機能が， 1 r皇運ヲ扶翼jする『忠良ノ臣民jJの育成に限定されうるというのであれば，勅語は

人間性の発達を阻害するだけの.)ど舎に過ぎないということになる。だが 勅語の説く具体的位、日によっ

て身を律していた人々が現実に相当数存在したという事実にたいしては，これらの諸論の少なくとも

育論上の説得力は， るハ勅語否定論は， 1勅語|とし寸形式性， Hti欧人権観とは異なる儒社む

理を問題視するあまり，忠、しき二分法の陥穿に入りこんでし、るといえなくもない。

つぎに，投育基本i去の成すや勅語の廃止手続の意義はl君、めつつ。勅己[;の内容には人類普遍の真理が色

まれているとし，うう該部分は¥.¥まなお有効，扱えめに見積もっても再定しきれないとする保守派政治家陪

知識人などによって唱えられている説がある。本説は，昭和20年代半ば頃から間断なく主張されている

ことや論者に社会的影響力の強い人々の多いことも加味し，ここでは，一応，有力説と呼んでおこう。

具体的な予言言を例示しておく。 1977年lO)]の参議院予算委員会において，元文部省初等中等教育局長・

事務次官の内藤春三郎議員(翌年，文部大山に就任)は，こう述べたヘ

教育勅語のかわりに教育法本法が制定されたが，教育の日!のについては，真理と正義を愛し.

勤労と責慌を竜んじ，平和で文化的で健康な国民の育成とあるが，この程度のことは当然のこと

を述べたにすさないのであって，教育の具体的目標にはならない。教育勅語のような徳日中心で

なければ，教育の成果が上がらないと思う。戦前の教育は教育勅刊によって教育の指導原理が確

立され，牧育に大男、ねがあノJて，心棒があった。

J}:J)震はつづ、けて，教育勅語の復活が無理なら，それに代わる教育憲章の制定を求めている。答弁に立っ

た当時の福田租夫首相は，教育勅語の伝活は退けながらも「しかし，あそこ(教育勅語ニ筆者)に盛ら

れておる人の道ですね，これはもう非常に貴重なものである，こういうふうに思います。『父母ニ孝ニ

兄弟二友二夫婦相和シ朋友相信シ1r博愛衆ご及ホシ1本当に人間のかくあるべしということをりっぱ

に表現しておふ c あそこに任られておる精神が破棄された，こういうふうには考えませんです」と桔ん
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でいる。

これより先にも， Iかつて我が国には，教育勅語のような立派な道官、律が存在しただけに，これを失っ

たことによる反動はかえって大きく，現在日本の悩む道義退廃，道徳低下の原因がここに在るのであるJ

とする石田和外元最高裁判所長官をはじめ(日本経済新聞1975年 4月7日付)，古くは，天野勅語と郎

除された昭和26年の天野貞祐丈相による「国民実践要領」の提示問題，教育基本法の見直しを図る清瀬

一郎丈相の，臨時教育制度審議会設置への取り組み (1956年)，中教審「期待される人間像」答申

(1966年)いずれも!勅語的道徳観に似た指向性を有する。ただしこれらの主張は，教育勅語廃止決議

の是非，その延長線における勅語と教育基本法の関係といった点についての切り込みが不足しているた

めに P よくて一種のノスタルジア，さもなければ時代錯誤的復古論との批難に対抗しえない弱さがある。

最後に，少数ではあるが，教育勅語の廃|トム過程を鋭く分析したうえで，教育基本法と勅語との間に法

的互換性がないことを立証することにより 「教育勅語体制から憲法・教育基本法体制へ」というなか

ば常識化した枠組みの問い直しを主張する説がある。

そこで以下では，教育勅語をめぐる通説がどのように形成されるにいたったのかを跡付けながら，第

二二f説との対比を通し，その問題点を浮き彫りにしてゆくこととしよう。

3. 米国の神道観，教育勅語観

「民主主義体制の確立Jと「軍|玉|主義・超|玉|家主義との訣別」を求めるポツダム宣言は，わが|玉|の基

本構造の抜本的転換を予期させるものであった。しかし，占領開始直前の1945年 8月18日，前田多門丈

相の「教育の大本は勿論教育勅語をはじめ戦争終結の際に賜うた詔書を具体化していく以外にあり得な

い。その線に沿って今後教育の諸問題を解Lミていきたい (8月19日付，朝日新聞)J との声明にあるよ

うに，政府の認識は，教育勅語と民主主義は並存しうるというものであったO 前田は，同年10月にも，

文部省が開催した教育方針中央講宵会において， I吾人は改めて教育勅語を謹読し，その御手示あらせ

られし所に心の整理を行わなければならぬと存じます。教育勅語は(中略)苦々が忠良なる国民となる

ことと;並んで、，よき人間となるべきこと，よき父母であり よき子どもであり，よき夫婦であるでるこ

とをお示しになっております」山と説いている。戦時教育体制崩壊の混乱期に丈部行政の頼るべき指針

が，さしあたり勅語の徳目以外には見当たらなかっただけにしろ，時の文部大臣が勅語の意義をここま

で強調しえたということは，少なくともこの時点では，占領当局(連合国軍最高司令官総司令部=GH

Q) からの表立った勅語批判はなかったことを意味する。

ところで，対日占領政策を日本降伏の数ヶ月前から策定していたのが，太平洋戦争終結後の米|玉[の役

割を総合的に検討してゆくことを目的に組織されたSWNCC ([玉|務・陸軍・海軍三省調整委員会。 1944

年12月設置)であることは知られている。発足当初の同委員会で中心的位置を占めたのは，国務長官代

理グルー U.C.Gr巴W)，陸軍長官スティムソン (H.L.Stimson) といった対日穏健派の人々であった。特

に，駐日大使の経験者であるグルーは親日派の長老であり，天皇制への理解も，同時1tの米国人のなか

では抜きんでていた。日米宥和を自己の「使命Jとした駐日大使当時のグルーは，日米戦争M避に向け

たあらゆる努力を惜しまなかったl~大統領トル、マン (H.C.Truman) へ「日本人は，すでに戦争に敗
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れたことを内心わかっている。必要なのは面子を与えてやることであJl.li り，それには何より天皇制の

保証が肝要であると訴えたのも，彼ならではである。|豆|務省のこうした基本的姿勢は，ポツダム宣言以

降，パーンズ(J.F.Bymes) らを中心とする同省内における親中派の台頭により徐々に変化する。親中

派とは，その名のとおり，中国に同情的である反面，日本には懲罰的な姿勢で臨もうとする一派である。

教育勅語の廃止方針をはじめ，わが同教育の抜本改革が占領政策として定まることを免れていたのは，

日本の歴史・丈化をまがりなりにも理解しようとする，グルーら対日穏健派の影響力が国務省内に残存

している間のことであった。天皇制と同様，教育勅語の浮沈はひとえに米国の政治状況の風向きにかかっ

ていたのである。

米本国の動静とは別個に，占領当局内部にも教育勅語に関する賛否両論は存在した。否定派のひとり

に，米国人の宗教学者ホルトム (D.C.HoJtom) の説に依拠し，神道，天皇，教育勅語，軍国主義を同

一王子面上にとらえる GHQ民間情報教育局 (CI&E)の教育宗教課教育班長ホール(R.K.HaJJ)がいた。

彼の原案による国家神道を禁圧するための「神道指令」第一次草案においては，教育勅語の禁止が明確

に記されている lヘ
では，ホルトムとはどのような人物であったのか。敬虐なキリスト教徒でもある彼は， r近代日本と

れt道国家主義』という著書を公刊していることからも分かるように，米国における神道研究の第牟入者

であった。ホールの神道指令の一件のみならず¥占領当局の宗教(教育)行政は，彼の学問上の見解に

大きく影響を受けていた。このホルトムの神道研究に思想的学問的影響を与えたのが， r我が同体の特

色と敬神の真意義jr日本人の国体観念』の著者，加藤玄智であるといわれているl~加藤はまず神道

を，教派神道と国家的神道の一二種に区分し，さらに同家的神道を同体神道と神社神道に分類する。その

うえで彼は， I国体神道は軍人勅諭と教育勅語によって表象されjる，との説を唱道していた。加藤の

考え方に烹脚すれば，ホルトムが国家神道と神社神道を同一視し，また，教育勅語を神道の有力な宣布

手段とみなしたのも当然であった。そればかりでなく 米国人の彼のなかに，神道全般を超国家主義に

結びつける思考回路ができあがっていたとしても不思議で、はない。いま，ホルトムの過ちを責めるのは

たやすい。しかし，近代|王|家建設を至ヒ命題とし，疑似宗教国家を目指す明治新政府により人工的にっ

くりだされた同家神道が，現御神天皇の神性を背景とする超国家主義と表裏一体の関係にあったのはま

ぎれもない事実である。加藤説に共鳴するホルトムが戦中期の勅語の取り扱われ方に着目し，教育勅語

を超国家主義ひいては軍国主義を助長する丈書と指弾したのも肯けなくはない。わが国は，明治以降の

偏向した宗教政策の代償を きわめて不本意なかたちで支払わされることになったのである。もちろん，

純粋宗教としての神道は，超国家主義・軍国主義とはおよそ無縁の宗教である。

ここで， I神道」とはいかなる宗教であるのかということについても，簡単に押さえておきたい。

古米，わたし達の先祖は，その変化に富みつつも穏やかな地理的気候的条件のうえに， I浄JI不浄」

観念を刺iにすえた白然崇拝の心性を養ってきた。森羅万象，ありふれた草木や石塊にも霊性を!感昌じ

現在なお，それらが伝承をともないながら御神木，霊石などとして，地域住民の信仰の対象となってい

ることも珍しくない。こうした素朴な民族信仰に起源を有する「民間神道jは，時代の変遷のなかで人

格神への慰撫-尊霊の色合いも重ね，仏教や{語教をはじめとする外来宗教の影響をも受け，次第に一定

の教義をもった思想体系へと洗練されてゆく。「学派神道」あるいは「神社神道Jの誕生である lり。た
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だ3 神道は，上でみたとおり一神教ではないし「神仏習合ji神仏混鴻jと呼びならわされた時期もあっ

たように，教義経典の絶対性を強要するような宗教ではなく，あくまで自然崇敬感情を本質とする宗教

なのである。とはいえ，明治以降の国家神道による精神管理は，当の日本人の神道観をホルトムの神道

観の誤謬を突くこともできなくさせるほどに歪める強烈なものであった。

ホルトムは神道の本質を解さないまま， 1945年 9月.ホールに宛てて「日本の学校における国家神道

に対し米合衆l玉|市政、lj局の採用すべき特別政策についての勧告」をj差り， i教科書改訂，千qlとしての

天皇観の変革，任1I史民の前で、の拝礼の廃止，教育京IJ語ぴ)際のi疑うた儀礼主義の排除，天皇と j王|家ョ囚JI!:

との関係の恨本的改変jなどを慾湿する。この勧;iJは。教育勅訪の廃止につながる最も初期の米日何IIII[

領関係丈吉である

もともとホ』ルは，日本の教育改革に過度のおもい入れのある研究者であった。 iCIEのスタソブの

なかでも，日本文化の民族的特牲をとくに排斥して，アメリカ・モデルを強調する極端に急進的な改革

派のひとりであj201 り，来日前から II:J語改革に関する研究を積んでいたホールは， 11本語表記のローマ

字化を構想していた。有名なエピソードがある。彼の，教科書は今後ローマ字で印刷されなければなら

ないという，文部省の有光次郎教科書局長にたいする指示である(19/15年11月)。元 CI&巳教育課長

のオア (M.T.Orr) によれば，この独断専行的なホールの行為が致命傷となり彼は占領当局内部で孤立

し2lJ 目白書のローマ字化が現実のものとなることはなかった しかしホールは，持論に固執しつつi:t可

第一次米国教育使節目の出告書に国語のローマ字化問題を取りあげさせることに成功する c' if攻{乏社育

改革が，きわめて悩人1'10な指向に基づき行われたことをボ峻するこれは好個の一例である。ただ.ホー

ル自身も認めているように，占領当局のなかには 寸前j請は 本質的に悪いものではない

への攻撃は， f布教の倫.flP.仏教思想、，日本神話への攻撃とみなされ，宗教攻撃と受けとられる

のような形式を残しておくほうが，占領政策を効率的にすすめることができる，といった論もあり，こ

とに第一点目からは，占領当局といえども教育勅請の倫理規範性を否定しきれなかった事実が窺がえる。

占領開始直後の教育宗教行政の実務責任者であり，コロンピア大学の日本文学-1'8当教授であったへンダー

ソン (H.G.Henderson) も，自己の学1m1'.の信念オ、ら，批難すべきは勅語ではなく，米国主義・超国家

主義者達の勅語の「曲解」であるとみなしていた目)。それゆえ彼は，ホール作成の神道指令第一次草案

より勅語ポ止に月r[[れる部分を撤回させている。しかしながらこの従.教育勅語は，米本国政jむの政治的

思惑により.変則的なかたちで社会の表舞台から葬り去られてしまうのである。

話をもどす。 19H、年 2月. CI & E局長ダイク (K.I-¥.Dyke) は前田内後任の新文相安部能成との

の席で匂新教育勅語を尚奨した。これには， つの珂[11が挙げられる。一つは，従来の教育納品を

しミくら好立的に評価したとしても， i天壌無窮ノ皇運マ扶翼スヘシj. r之ヲ中外ニ施シテ惇ラス」といっ

た日本および日本民族の優越性を前提とするかのような表現が含まれていること，他方，思想的基盤を

失い混乱状態に陥っていた日本|玉|民の新たな羅針盤には，勅語という形式がやはり最適であるとの判断

がはたらいたからである。会談におけるダイクの発言を記しておこう凶。

このように，古い文章 l明治23年教-r{勅語二筆者)は，とかく誤。た解釈を行わせやすく，現

代日本のl立而する問題に対する適切な解釈を与えるには不十分である。現在の日本がいかなる事
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態に直面しているか，ということをはっきり認識することが， B本人をして前進せしめる第牟歩

である。それをなすのが教育である。教育とは行者に対して行われるものだけでなく，成人にも，

また，いかなる立場の人にも刊教育が必要である。だれにでもわかるような丈体で新しい教育勅

語を書き，この再教育のための情緒的跳躍台となるようなものにしたい。
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同じ占領有同の人間といっても，ホールとダイクの思想には大きな隔たりがあったことを感ぜずには

いられないじいえるニとは.目国の(西洋の)丈明に至高の{rlII1出をおいてf也国を裁断しようとする f戦

中期日本の民大の誤りでもある i ホールにたいし，歴史 e 主化の多縦性に立って改革をすすめて附こう

とするダイクの姿勢の違いである。しかし，全体として眺めれば，ダイク，へンダーソンといった 1川、

の事情に理解を寄せる者は少数派で， CI & Eは(現在は，そのぬき過ぎた子ども中心主義教育への反

省が迫られている)デューイ(J.DeWl;Y) の進歩主為的教育理論を信じて疑わない面々の牙城であっ

た目。デューイ理論の信奉者である彼らには，彼我の社会風土の差におもいをはせる謙虚さが決定的に

欠けていた。

ダイクの後押しをも受けた安部丈相の新教育勅語喚発奏請の意向は，必ずしも世間で受け人れられた

わけではない。時世の変化を理由に，朝日新聞は，早速批判の論陣を張る υ 「教育の内容は与えられる

ものではなし人民の同から盛りあがるもの，人民自らがUJc的に行ふものというものであろう i，ql 

略)国民道悼の基準)'J王は丈教の指導原理を，天降り1"10(ニ刊号しようと jるのは，をかしなことである|

「政治的機構を外から守えられることは，忍ぶことを余儀なくぜられるとしても，国民精神の内容まで

をも配給せられることは‘忍ぶことはできないJと3月20II 什の特別記半ほ 安部を論難している c.)

際，安部は新救育勅語娩詰奏請の一歩手前までこぎつけるが， CI & E の局長がダイクからニュ~ン

ト (D.R.Nugent)へ交代したことや安部日身の退任もあり，新教育勅語爆発への追い風は，一時，止ん

だかにおもわれた。だが，安部文相の卜で学校教育村長を勤め，安部の後任丈部大日に就任した前東京

帝同大学法学部教授の田中耕太郎は，当初なお新勅語換発に拘泥する。そればかりか田中は，第90回帝

国議会(1.ミわゆる制憲議会)において，再三，教育勅語擁護発言を行っている。田中の論拠を‘口に説

明すれば，教育勅語は内容的に正しいのであり， I民主主義の時代になったからと云って，教育勅語が

意義を失ったとか，或は庵止せらるべきものだと云ふような見解は、以府の採らざる所目)Jというごと

につきる。 方で 1J IIIJは !救育根本法J構想、をも抱懐しており それが技終的に教育基本法へと

したことはよく知られている。 だが彼の基本認識では，教育恨本法といえども勅語の否定のうえに成り

立つ法規範ではなか)た相 I((ま，補完し合う関係なのである J おもうに安部同様，田中もまた，よき

持代に青春を送った:十一)~ド 1) ベラリストであった。 彼らは l昭和戦中川における勅語の狂信的偏用

U を身をもって体験することのなかった世代である。戦後の価値動揺期を客観視するという点におい

て，それは貴重な利点となろう。いまにしておもえば，本来，妥当なものとして守られるべきだったの

は，勅訂iか基本法かの二者択一ではなく，勅語の三j>:旨は自然法思想、にも連なる 28) (以洋型jの倫理規範

である，と看破した田中の見識であったともいいうる。

こうした流れに終止符を打つ契機となったのが，田中発言を掲載した『ニッポンタイムズ』の記事で

ある。記事に日を留めた米|玉[ん子洋軍軍事諜報部は，現職ど部大目の発百に国家主義再来の危険11:を!出
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じたのか，同軍総司令部参謀第 部に勅語の廃止を♀、ぐよう訴える報告書:L946年 7月i を徒出するの

である問。軍挙諜報部の性格上，報告書;が，本o語のはたしてきた反動的権ノJの宣伝媒体としての機能を

強調するものであったことは理解できるにしても，クリスチャンである田中にそのような(国家主義復

興の)意図がなかったことは，戦時中の彼の反戦的言辞からすぐ調べがついたはずで、あるり田中の発立

が英文記事となり，ぞれが諜報部の軍人の自にはL、ると L寸偶然が荒なることがなかてコたなら，事態は

まだ別の展開を見せていたかも知れな Lミ。

4 教背勅語の麗止と教育基本法の成立

「勅語形式」により戦後教育の机本を定めることが微妙となりつうあ〆〉た1946年8月には， fl本側に，

H寺代に見合った教育出係法令のあり )Jを審議検討する内閣直属の機闘，教育刷新委員会が設けられる。

教育の基本理念は，羽渓了請を主査とする第一特別委員会の所管である。同特別委員会での論戦は，投

育勅戸!?をめぐる再評価からはじまった O 各委員の発言は それぞ、れの歴史観-教育観が反映していて興

ミ。前記のた野貞祐は， I勅語はυ本人の道徳の規範として実仁イ'iJ長なもので，廃める必要は全然

ないJ制との勅語仰を披i歴し，徒に il柑となる芦田均も， I私は非常に保守的な考えであるかも知れま

せんが，明治憲法とか明治の教育勅語と云うものは 成程時勢の波にはそいませんけれども，若し日本

が本当に明治憲法の精神を誠実に行って行ったならば，かような惨樗たる運命には陥って居ないと思

うI~ 1 'と述べている その初期の発言から各委員l上教育勅語絶対擁護派，新教育勅記者謂派，教育根

本法制定派に色分けしうる。ただ‘従来の教育勅語のもワ教育的意義は‘ 部の委員は除さ，支持され

すいたといってよし、。田中の教育机語碓護発言のとこうすも指摘したように，戦時教育体制い侵される

ことなく自然体で勅語と向きあいうる世代の.これが率直な反応というべきであろう。

結論的には，米国教ff使節UIの敷いた「教育の法律主義Jの理論基盤である国民主権原理を柱とする

H本国憲法の内科が!切らかになりつつあったこともあり，所教育勅E吾情1;EJ、は百決された Lかしそれは，

千三出i的な理由に過ぎない。杉原誠川郎教授によれは¥校合、刷新委員会は丈i'，li省を牽制する問問として米

国の意fI1Jにより設置された，政策提言機関であるという制c 教育行政を熟知した専門家がひしめく丈部

省に比べ，投育問題を担当する占領当局の陣容はいかにも見劣りがする制。占領、当局l土間接続給政策の

枠今日のなかで，問委門会を通じず:部省を自らの管理下におこうとしたのである。教育刷新委員会がはた

した機能について本稿で立ち入ることは避けるが.教，({長本法以下の í(，~筏教育j去の審誌立案に大きな貢

献を Lた同委員会の自主性も，米国が|許容した範凶内」の自主性であッたことに自立しておく必要

がある。同特別委員会の委員連に占領当局の)J針が伝えられ，あるいは委員達が占領当局内の空気を先

読みして決議がなされたことは，充分考えられる。もっとも，先の新教育勅語燥予告奏請の否決に関して

いうと，それは日月年勅語の調って 1、、る人倫規範としての内容そのものの否決でもなければ，修正提

もない。新しい憲法体制のドでは， I勅語」とし寸形式自体が迫~ではないとの意思J ぶがなされ

ただけのことである。そのような筋に沿うなら，教育基本法の成良と教育勅語の存置は別問題となるは

ず、で、あったc むしろ，思想的丈化的混乱の長期化が予想されたのこの時点では，教育勅語の部分的活用

に上って，飛来する刊欧原産の外来理全を日本に軟若!空させてゆくととも可能であったにだが 勅語へ
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の包囲網は着々と，かっ確実に狭められてゆく。

前記軍事諜報部の報告書が作成されてから二ヶ月後の1946年9月， SWNCC108 (1極東における政治

的・軍事的問題，降伏後の日本の軍政，教育制度J1945年4月策定)の内容に修正が加えられ，米本国

政府は，教育勅語を基礎にする教育の全面禁止を占領政策の最終方針とすることに決定した。同決定を

受け，丈部事務次官は通牒を発し (10月8日)，教育勅語を教育の唯一の淵源とする考え方をあらため

ること，学校儀式等において，教育勅語を読まないようにすること，勅語および詔書類の保管に当たっ

ては神格化を招くような取り扱いはしないこと，が教育現場に要請された。すでに着手されていた奉安

殿の撤去作業(ダイナマイトによる爆破も珍しくなかったという)などにも，一層，拍車がかかっていっ

た。ただ同通牒は，勅語の権威を損ねはしたが，勅語の価値を正面から否定するものではなく，教師の

工夫と裁量により勅語の徳目を授業に活かす道はまだ残されていたO

時間を進めよう。 1947年3月，わが国の新しい教育の根本を定める法律案にしては国会における特段

の論争もないまま，教育基本法が成立する。同法の制定作業は，その基本図案を前年の第一次米国教育

調査団報告書が描いた段階で，実質的にはすでに終了していたとみるのが真相に近い。ところで丈部省

調査局は，国会審議用の同法案想定問答集 (1947年3月12日)を事前に準備していた。国会答弁用のこ

の想定問答集に，教育勅語と教育基本法の関係を政府当局はどのように考えていたのかが如実に表され

ている。それによれば，教育勅語と教育基本法は矛盾するものではない 勅語の歴史的意義に鑑みれば

これを廃止することは不適当である，国務大臣の副署がない教育勅語は，形式的には天皇の私的丈書と

いうことになり違憲詔勅であるとの批判は当たらないとの解釈が提示され，勅語にたいする公権力の不

干渉を示唆してもいた。上記政府解釈は， 3月7日の「枢密院審査委員会jにおける議論b を踏まえて

なされたものであることは長追いない。教育勅語と教育基本法の教育論的整合性はともかく，明確にしな

くてはならないことは，調査局の指摘にもある三点目の真否である。上の解釈を前提にすれば，今日，

教育学・教育法学関係者の間でいつのまにか通説化している「教育勅語体制から憲法・教育基本法体制

へ」という公式を支える根拠の一角が崩れることになるからである。この点につき以前からー部の研究

者は，教育基本法と勅語の入れ替えには法的な根拠がないことを証明する重要な証拠である，と繰り返

し説いているところである 3610 正鵠を射ている指摘である，と筆者にもおもわれる。実際， 1教育勅語

は井上毅が『政事上ノ命令』とは区別して， r社会上ノ君主ノ著作公告』として起草したJ丈書である。

かりに，教育勅語が法的丈書であるということになれば，勅語が現行憲法の諸原理に反する部分を包含

していることは明白であるから，憲法98条の禁ずる違憲詔勅になるとの公式が矛盾なく成り立ち， 1法

の支配固法治行政jの妥当する領域(たとえば，学校教育)では勅語の部分的肯定といえども前述のご

とく差し控えられるべきことになる。逆に，法的文書には該当しないのなら，私文書扱いとなり，あと

は教育的に有用か無用かを論ずればよいことになる。制憲議会における国務大臣金森徳次郎の答弁には

こうある

是(違憲詔勅となる勅語は=筆者)は権力的なる意味に於て行わるる趣旨の勅語を言うのであ

ります。言い換えますると，法律命令の如き国民を拘束する意味においてのものを指すのである。

でありますから，拘束する意味を持たない，全くの教訓的なものは此の中に入らないで，別の見
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地を以って之を取扱って行くべきものである。

なるほど，教育行政面において法的拘束力があるかのごとく扱われた時代があったと問われれば，そ

れはそのとおりである。けれども，恋宜的法治行政を排するための日本|玉Ii主法制定時の議論であること

を踏まえれば，勅語自体に関する法解釈と政治解択はできるだけ分けて考えられるべきであり，

味合いにおいて金森の論旨は説得力に富む。ちなみに金森は剛戦前は内閣法制局長官をつとめ‘

その意

は

『新憲法j'.!トIj)の子f1午を残した法学の専門家であ之) 彼がたんなる法学官僚でなかったことは.

天皇機問視的霊法観の持九王として内閣法制局長官を併任させられた過去が証明しよう。教育勅誌は注

意詔勅でないとの見方は町 fl時 「ニューディーラー」と呼ばれる急進(J<j改革派が中心を占めたG!-lC21'¥;

政局 (GS) の法住専門家でさえとっていた凋)。現行憲法・敦{{県本仁引本制の代表的支持者であるJt:rt尾輝

久教段も「たしかに教育勅語は，それ自体は法規ではなかった」却)とし，勅語そのものは道徳律の範轄

にはいることを暗に認めているに 法解釈のレベルでいうと そもそも勅語は‘憲法98条の射程外の丈書

だったといってよい。

占領当局にとって，教育勅語を葬り去るには，別途，超法規的措置がどうしても必要であったという

ことになる。

戦勝巨;1と の}J問係においては，前者の論型Ili土戊者の7封去ですらやすやすと超越する。ム!J判 fド5

月， GSI切の「詩 iJ而きニューディール派j'O! ケ-'1'--ィス，次長は，部下の同会課長}う"1)ア

ムズ(J_Williiln1S) に， 1司会での教育勅語廃止決議の可能悦を尋ねて L、る。この事実は， I (勅山(土=平

者)既存 i[Jij枠外にある事実行為としての『勅旨(であ J うだから，状況変動にともなうその効力作 11

にあたっても， iL市Ilr.の廃止措置をとること」が不可能である 1いのを. f也ならぬ彼らが一番承知して ti 

た証拠であり，同時に超法規的措胃への具体的第一歩でもあった。ウィリアムズは，衆参それぞれの文

教委同長，松本淳造と田中耕太郎の両名にたいし司会での廃止決議を強く迫る。それも巧妙に，国会自

らの発意というかたちをとらせるため，証拠の残らない口頭での命令によったc 叶中は，法令(詔勅)

の摂効を審査する権能は国会にないのだから，百歩譲つても勅語の無効の{惟准認認、しかでで、きなLい-，、旨を楼々 ウイ

リアムズに説明したことを回顧Lている

ころみたという二とであろう O 両文教委員長の対止応;の差カがミ 政治色を前田に打ち出した衆院の[教育勅

参院の「教育勅語等の尖効確認にいjする決議J(1948年 6月19日)それぞ九

にせよ両院の決議は 11干の丈部山僚として占領下の文部行政に|古過する

棺良惟子文慌によると. I 1J21三側の意志に出たものではなti，吏するに泣き寝入り j叫の末のものであ.，.--)

し

諦等の排除に閲する

にあらわfしてはいる

た。 に ~ti( T:_)，教n勅山の完全否定が戦前教育の少部に連鎖してゆくことを危倶した日本側は

決議文の表現について占領当同と折衝を重ねたが，要望のほとんどは拒否されている。

衆院決議の性格は，戦勝間と敗戦国の力関係をストレート反映たものと割り切ってしまえばわかりや

すい。一方，国会権能の限界に忠実であろうとした参院決議ではあるが， Iわれらは司 (中国持}教育基本

青少年学徒に法を制定して， (中略)その結果として，教育勅語は，軍人に賜りたる勅諭，戊申司書，

賜りたる勅語その他の諸詔勅とともに， 1批に廃止せられその効力を失っている」との文申告?挿入させた

ことで 間にやはり勅ιの法的無効を肯定するものとな.---)てしまった。田中の抵抗も，~質的には
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意味のなかったことになる。厳密にいえば，占領土5局が利用したのは国会の権能ではなく権威である。

しかし現在，多くの教育関係者は，教育勅語は名実ともに，すなわち内容的にも法的にも否定された過

去の丈書という認識を何の疑問もなくいだいている。その遠因が，誤ったや11道観，勅語観に法づく占領

当局の口頭命令により強要されたこの国会決議にあることを，どれだけの人々が知っているのだろうか。

国会決議を受けて，丈部省は「教育勅語等の取扱についてjを通達した (6月25問。同通達は，学校

で保管している勅話のl堂本をすべて回収させるなど，学校教育の現場から勅語の痕跡を消し去る最後の

始末であった。

5園まと

教育勅請の失効排除決議にいたる以仁の経緯を総括する。占領当局の勅語への当初の対応は，必ずし

も否定一色に染まったものではなかっ t::.o しかし，結局，米本国政府の徹底的な|日本人の精神構造改

革|計画を前に，占領当局は「林道指令 (1945年12月15日)J， I天皇の人間宜iゴ (1946年 1月 l日)Jに

つづく同計画の三本日の柱として「教育勅誌の失効排除決議」を位置付けた υ 教育基本法は，同決議以

降，戦後教育の精神を表象する「教育憲法Jの地位を不動のものとするのである。

日本の教ffの民主化とし寸教育改革の表の大義の背佼には，日本人を米国の敵に再びなることのなし込

ょう改変するという去の大義が隠されていた。改革にたとえ詳意の部分があったにしても仙，それは同

じ敗戦国でありながら刊欧文化圏に属するドイツにたいするような，一回の歴史・文化への配!恵子倣譲

に立脚するものではなかったι マッカーサー (D.MacArthur) による日本人の精神年齢12才論は，人口

に謄来している J この発百のiI'，所は，日本勤務を終えた彼が.米国議会における公聴会の席上 (19511r
5月5日)でなしたものである。

もしアングロサクソンが，科/y:，芸術，祈l学.丈化などの発展において45才だとすると， ドイ

ツ人はわれわれと同様十分成熟している。しかし，日本人は長い歴史にもかかわらず，まだまだ

勉強中の状態だ。近代文明の尺度で計ると，われわれが45才であるのに対し，日本人は12才の子

供のようなものだ。(中略)日本人は生まれたばかりのようなもので.新しいものの考え方に!日

応性を示すし，また.とうにでもコントロールが利〈のだヘ

布の発言ほと，米目が「高貨なる意図への倣慢なる確信の抗ち主であったことを証明するものは

ないだろう。「教育J改rr1 というもっとも民族の歴史・文化の連続性にそくして行われなけれは、ならな

い領域においても，否，そうした領域であるがゆえ，占領当局の関係者達は米国の理念の強制注入にい

そしめたのである。同一国の人の価値観さえ，生まれ育った時代，環境によって異なり，その当不当を

みきわめることはきわめて困難である。まして，回や民族が違えばなおさらである。戦後教育改革の米

同の誤りは，それまでの日本の精神的・丈化的1111i他観をすべて否定したことにある。もしその金字搭

として，教育基本法が機能しているのであれば，是正のための措置を採らなければならないだろう。

日本の教育界の第 人者として，占領下の教育改革に携わった海後宗臣東京大学名誉教授は，つぎ
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のように諾って~， ~ ;~) '~教育基本{土そのものは教育勅JJ に書いてあったひとつひとつを問題にしながら，

全体を別な方向へ転換するような操作をしてできあがったものでは 1
47J なく，教育基本法の制定方針が

決定的になった時点で「日本の教育の根本を道徳を基にして決めてくるという考え )jは，そこで→I，~;切

り離されたJ'8 と【ごれが， [司法常1]'1主時の実情だったはずで、ある。教;基渋の;基本的性格は教育制度理念

あり，教育理念出で、はないのであるご同法を教育珂念:法とみなす教育研1川慣習がっつくかぎり，教

育H，I場の混乱l二世JIト(めをかけるのは， /fイ麦一層，容易なことではなくな/)てゆこう。教育早川:た制定時

の議論を間近で知る立場にあった，元担当審議課長の西村巌氏も，民主主義育成法としての現行憲法お

よび教育幕本法の意義は認めながら， Iしかし，徳目として考えるとき，教育勅語ほど網羅的であると

はjいえず，その士里|二白を「キリスト教の扱えが，各人び)上るべき倫理規範として浸透している内洋社会

そ些躍の上に告かれたlからであると断言する 4ヘ憲法にしろ，教育基本法にしろ， I神じり審判Jとつ

ねに対峠きせられている人々が育んだ厳しい規筒原組の裏打ちを必要としているわけである。しかるに，

わが同なりの規範原理は. I神道指令jを筆頭とする占領当局の数々の指令により，戦後，完全に崩壊

させられた。占領当局は当時もちろん.わたし達もその影響について，長年気づくことがなかった。付

れば， EJ本における「敬神の念」をかろうじて卜支えしていた祖;己主散の感覚も，絞家族{とさらに

は夫婦別姓制の導人ij'さけばれるなかで急速に薄れつつある。とすれば町いまのわが国ほど，つランス

の法思想家ルジャンドル (P.Legendre) の以下の指摘が当てはまる凶はないのではなかろうか。

人聞は最初かん完戒したものとして，この世に'[てまれてくるわけではなL、映画と|仁'Jじ上うに，

モンタージJ つまり組み立てられて，初めて会人(/)人間になるのです l た切なのは.この 11手に

尊重しなければならない規則がめるミとです。建築心構造と同じで，.tlし〈来日み立てられないと

間違ってしまう。構造が崩れた状態が，モンタージ、ユの崩壊なのです。若者が崩壊しているのは‘

大人が背負い切れなくなった重荷を彼らに負わせた結果ですれ自分のことは自分で組み立てなさ

)， i ~次の世代に日うのそんなことは過去になかο たことですUO

IW丈明』の名の下に欧米のスタンダードで世界の一元化を国り，それ以外の価値をffij'蛮として切り捨

てていく (2001年 9月に発生した米国同時多発テ口への同国の反応を評する 西行修東京外国語大学教

の発言)J米国の行動原理は， 、ド世担J'J，上前の戦投教育改革においてもよli，L市的に不されている。教育

が，ある回有の丈化。 l匡史と密誌に関わり合う人聞の営為である以上，戦前社育の全否定に始まった戦

依扶育体制を比直してみることは，込l代の教育病理吉読み解くうえで避けて通ることので与ない道筋と

いうべきである。教育基本法各条文の法理念と現在の学校教育の実態との闇離を正しく認識するととも

に，阿j去の、工法者精神を拍給証することがその端清となるのはいうまでもない， とおもわれる。

(註)

( 1 )べ永ッセ救育研究所. 1995年 6月.

( 2 )財|司法人日本青少年研究所. 2001年 7月.

(3 )朝日新間の報喧 (2001年10月2:1円号 29日付ノによると，身休に傷言をあ売去るほどの悪質ないt:ずら 教師に
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よる注意にまったくヰを貸そうとしない子ども達の実態が生々しく捕かれている。

(4 )早瀬利之「こんな時代だから『教育勅語Jを読むJ(r新潮45 2001年10月号.l，新潮社， 2001年10月) 230貞.

(5 )木村治美「今こそ求められる，意志を持って『家族する』ことJ(西i畢潤寸桶著『教育基本法 6つの提言.l，小

学館， 2001年 9月) 81頁

(6 )青少年問題審議会答申 (1999年 7月)は， I学校においては，子どもが自立した個人となるため，義務教育段

階での基縫・規律を維実に習得させる」必要性を提百する。教育改革|詞民会議の最終報行 (2000年12月)でも，

「学校は道徒、を教えることをためらわなしづとのあたりまえ過ぎること張を，あえて取りこんでいる。

(7 )さしずめ，海後宗臣監修の「戦後日本の教育改革J(東京大学出版会)全10巻のうち，第 I巻~第 3巻，高橋

史朗，ハリ一回レイ『市領「の教育改革と検閲j(日本教育新聞社)をここでは挙げておく。本稿における教

育勅語廃止過程の事実関係の論述部分については，これらに拠るところが多い。

(8 )成嶋隆「憲法 教育基本法改正論批判J(円本教育法学会編『教育法学の展開と 21世紀の展望l -:省堂， 2001 

年6月)25頁，

(9 )永井憲一 『教育法学j(エイデル研究所， 1993年11月) 44頁.

(10) 干原春好，牧1正名編『教育法j(学要書房， 1994年 9月) 38頁.

(11) 同 L~

(12) r第82[1}[国会参議院予算委員会議事録』より。

(13) 111住正己『教育勅語J(朝日新聞社， 1989年 l月) 221頁.

(14) 五百旗頭真『日本の近代 6 戦争 E 占領，講和J(1十I央公論新社， 2001年 4月) 194頁.

(15) 向上書 195頁.

(16)高橋史朗，ハリー・レイ『市領ドの教育改革と検閲j(日本教育新聞社， 1987年 l月) 45頁.

(17) 向上書 10頁

(18) 井上順孝編『神道j(新曜社， 1999年2月) 13頁.

(19) 中牧弘充「神社と神道J(宮旧登他 rl:::l本民族文化体系 4 神と仏1小学館， 1987年 9月) 256~260 頁.

(20)副田義也『教育勅語の社会史j(有信常， 1997年10月) 321負，

(21) マーク・オア「改革者たち:述合国占領期の日本の教育J(名古屋大学教育学部『教育改革研究 3.l， 1986年 2

月) 129頁.

(22) 森戸辰男他著『新教育資料とその解説j(学芸教育社， 1949年 8月) 347 -348頁

(23)註 (16)書 47頁.

(24)註 (20)書目 344頁白

(25) 高橋史朗「教育荒廃と占領政策の二つの源流J(高僑史朗他若『新しい日本の教育像l財団法人 富士札会救

育センター， 2001年 8月) 31頁.

(26)杉原誠四郎「教育基本j去の制定過程と意義J(杉原誠凶]I[;他編『臨教審と教育基本法 現代のエスプリ別問J，

三長文'ili:， 1986年6月) 109頁.

(27)註 (13)書， 198負，

(28)鈴木英一『尻代日本の教育法j(効草書房， 1986年12月) 53頁.

(29) 註 (16)書 48頁

(30) 山住正己， fJm尾輝久『教育理念 戦後日本の教育改革 2j (東京大学山版会， 1976年 l月) 319頁

(31) 同上

(32) 註 (26)害 110頁ー

(33) 当時の文部官僚，安嶋嫡氏(後，文化庁長官)は，古参の課長より ICIEの人たちは，ステート(州) レベ

ルの人物」だから臆することはない旨の激励を受けた，と著書『戦後教育立法覚書j(第 法規， 1986年 6月)
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のなかで明らかにしている G

34)座談会「臨教審と教育基本法J.註 (26)書. 13頁.

(35)註 (20)書. 353~354頁.

(36) たとえば，高橋史朗明星大学教授のム連の論稿では，かかる観点に立って戦後教育を再評価することが重要で
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(37) r第90回千il[，jg卓会衆議院帝国憲法改正案委員会議録』より。

(38)註 (16 ¥書。 5:J頁。

(39)堀尾崎久，兼子仁 l教育と人権j(器波書J5.1977Jr:3 11! 10円買.

(40) ジョシーアワー『敗北を抱きしめて(下)j (岩波書市 三i市防 他訳， 2001年 5月) 137頁.

( 41)佐房長秀夫|教育勅訪の法li0性質J(日本教育法学会編 l教育法学辞典l'7:1'湯書房， 1993年4月) 18:1民

(42)註 (16) ボ. .50円

(4:3)註 (34)書. 16頁.

(44)ハリー・レイ「占領下の教育改革[ (明星大学戦後教育史研究センター編『戦後教育改革通史1.明星大学出版

部， 1995年6月)60頁.

(45)木付治美「外国人の日本人論とその影響i註 (25)書. 49~50頁.

(46) ジョン・ダワー『敗北を抱きしめて/上(討波書庖，三浦陽一他訳， 2001年5月) 77頁

(47)海後宗臣「戦後教育改革の忠煙、 I r季刊教合法23j，総合労働研究所， 1977年4月)89 ~90頁.

(48)伺卜A書 91貞
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(50)朝日新問2000年5月12H付.


